






























て、応用行動分析に基づく Behavioral Management Techniques（BMT）と、介護職員研
修が挙げられている。中でも、Teri et al. (2005) が開発した Staff Training in Assisted 



















目的とした。具体的には、まず第 1 章で、BPSD に対する応用行動分析に基づく介護職員
研修の効果検証として、介入プロセスに焦点を当てて、入居者の BPSD と介護職員の支援
行動の変容について客観的な評価を行った（研究 1）。次に第 2 章では、応用行動分析に基
づく BPSDマネジメントの研修効果を維持するためのスタッフ・サポート・システム（Staff 
Support System; SSS）の構築を行い、第１節において、介入厳密性が低い介護職員への支
援に焦点を当てた効果の検証を行い（研究 2）、第 2 節で、介護職員の介入厳密性が高いに
も関わらず、BPSD が改善しない場合に、SSS に基づき支援決定モデルを用いた計画変更
を行い、その効果を検証した（研究 3）。そして第 3 章において、4 つのタイプの支援形態
からなる SSS のうち、2 タイプが適用された事例を示し、SSS の連続使用の有効性を検討
した（研究 4）。 
方法 






 第 2章以降の研究 2～4では、研修の効果を維持するために、BPSDが改善しなかった場
合の対処法を、BPSDと介入厳密性の関係に基づき、4つのタイプに系統的に整理し、SSS









研究 3 では、異なるグループホームの入居者 3 名と、その介護職員 2 名ずつの合計 6 名
を参加者とした。IN1期までは研究 2に準じて行い、その後 IN1期中に BPSDが顕著に改
善せず、職員の介入厳密性が高かった場合、SSS-タイプ 4 として、TREA を参考に新たに
開発した応用行動分析に基づく支援決定モデルを用いて、計画変更を行った（IN2-SSS期）。 
研究 4 では、1 名のグループホーム入居者と、その介護職員 2 名を参加者とした。IN2-
















 そして研究 3 では、職員はともに IN1 期で介入厳密性が高かったが、BPSD の改善が顕
著ではなかったため、SSS-タイプ 4として支援計画を変更した。その結果、IN2-SSS期で
は BPSD が減少した。このことから、介入厳密性が高い状態にも関わらず、BPSD が改善
しない場合には、SSS に基づき、支援決定モデルを用いて計画の変更を行うことが有効と
考えられた。 





び BPSD が増加し、その際、2 名の職員はともに支援を計画通りに実施していた。そのた
め、SSS-タイプ 4 として、支援計画を変更、実施した結果、BPSD が減少した（IN3-SSS
期）。このことから BPSDが繰り返し増加した場合であっても、SSSを連続して使用するこ
とにより、BPSDが改善することが示された。 
先行研究や研究 1 では、BMT に基づく研修は 2 か月間程度の効果しか示されておらず、
長期的な効果の維持が課題とされていた。しかし、研究 2 以降では SSSを用いることで、
その効果を最大 6 か月まで維持することができた。また研究 4 で示した通り、SSS は連続
して使用することも可能であるため、実際にはさらに長期にわたる効果維持が期待できる。
こうした研修の効果の長期的な維持の持つ意義は、単に BPSD の改善という直接的なもの
のみには留まらないと考えられる。現在、応用行動分析による介入で BPSD が改善されな
い場合、警告が出されている抗精神病薬の増量が検討される可能性が高い。しかし、SSSが
用いられるようになり、応用行動分析に基づく介入で BPSD がより長期にマネジメントで
きるようになれば、そのような薬の過剰な使用を防ぐことができる可能性がある。そのため
SSSは今後のわが国における介護実践に非常に大きな意義を持つと考えられる。 
本研究では、シングルケースの研究デザインを用いることにより、場面間の再現性や、変
数間の強い関係性を示すことができた。しかし一方で、比較群を設定しなかったことは介入
の効果を検証する上での本研究の課題である。また観察時間以外の BPSD の変化について
は、NPI-D などで有効性を確認していた。しかし、この評価は、介入の行われた介護現場
で業務を行っている職員の評価であったため、今後より厳密な効果の検証を行う際には、介
入群、統制群への対象者の割り付けを隠蔽化したブラインド評価も必要となる。 
 
 
